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【協議事項】

（1）介護給付と地域支援事業� �
～要介護軽度者への介護サービスが地域支援事業
に移行される事態について～（熊本県）

（2）原油価格・物価高騰に対する介護現場への支援に
ついて（佐賀県）

（3）医師会における高齢者施設等を対象とした感染症
対策について（福岡県）

（4）特養における配置医師に関する課題について�
� （長崎県）

（5）高齢者施設における看護師との連携について�
� （宮崎県）

（6）介護人材（外国人材を含む）の中長期的な確保策
について（鹿児島県）

介護保険対策協議会

理事　涌波　淳子
　令和 4年 10 月 1日上
記協議会が大分県にて
開催されました。今回は
日本医師会常任理事の
今村英仁先生をお迎え
し、6つの協議事項に対

し、各県の状況の報告と日本医師会の考え方や
取組について検討が行われました。その中で重
点的に検討課題となったのは、以下の 3点です。

（2）原油価格・物価高騰に対する介護現場への
支援について
　9月に 6,000 億円規模の「電気・ガス・食
料品等価格高騰支援地方交付金」が決定され、
各県および市町村に割り当てられたそうで
す。実は、同様の交付金が 4月にも支給され
たのですが、新型コロナ感染症への対応に追
われ、医療介護機関がそれを上手に活用でき
なかったため、日本医師会は、政府と交渉し、

追加支援策を依頼し、推奨事業メニューの中
の事業者支援の中で 1番目のところに「医療・
介護、保育施設、公衆浴場等に対する物価高
騰対策支援」と入れていただくことができた
という事で、各県医師会および各地区医師会
は県や市町村に対し、しっかりと交渉をお願
いしたいと言われました。福岡県では県議会
で 235 億のうち 60 数億円が医療・介護機関
に配布されるように協議されたと報告があり
ました。沖縄県には、都道府県分として 54
億円、市町村分として 41 億円分が交付され
ることになっており、その中から医療介護分
野にしっかりと配分してもらえるよう、県医
師会として、福岡県や東京都医師会など既に
交渉が成立した医師会からの情報を得ながら
進めていきたいと思います。

（3）医師会における高齢者施設等を対象とした
感染症対策について
　福岡県から「介護現場のための感染症対策
ガイドブック」の提供をいただきました。沖
縄県では県医師会と県の協働で様々な勉強会
を開催し、多くの介護事業所への情報提供お
よびクラスター時の県からの施設支援班の派
遣で現場指導が行われてきましたが、このよ
うに文章としてのまとまった形での配布も加
えられるとなお整理ができるものと思われま
す。QRコード（22 ページ掲載）を載せてお
きますので、各介護機関へも情報提供してい
だきたいと思います。

（6）介護人材（外国人材を含む）の中長期的な
確保策について
　各県でも介護人材の確保は難しく、特に、
最近は円安により技能実習生が他国へ移って
しまうのではないかという不安や国内でも技
能実習生同士が SNSで情報交換をしてより
条件の良い他府県への転職をしてしまうこと
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もあるようで、なかなか画期的な案はありま
せんでした。介護職の魅力発信を県と一体と
なって行ったり、経済的支援を行ったり、あ
るいは、前期高齢者に生きがいづくりの一つ
として短時間勤務をしてもらう等の案や、介
護を受けている方々のご家族に介護職員への
励ましをしてもらうことで介護職員のやりが
いに繋げてはどうかとかロボット等の活用が
出されました。県内でも介護福祉士養成校の
入学生が減っていて定員割れという情報もあ
り、今後の超高齢社会を支える仕組みづくり
については、県や介護福祉士会とも共有化し
て対策を練っていきたいと思います。

介護現場のための感染症対策ガイドブック

➡

　今回は、それ以外に、（1）要介護 1,2 の日常
生活支援部分の地域支援事業化、（4）特養の配
置医師の役割、（5）施設看護師の役割等につい
ても協議されましたが、結論がでなかったため
割愛いたします。

　コロナ禍でずっとオンライン開催でしたが、
今回はリアル会場開催で、これまでと異なって、
意見も出しやすく、やはり、対面で開催するこ
との大切さを痛感いたしました。

●暴力団に関する困り事・相談は下記のところへ
受　付　　月曜日～金曜日（ただし、祝祭日は除きます）　午前10時00分～午後5時00分

電話による相談で不十分な場合は、面接によるアドバイスを行います。
「暴力団から不当な要求を受けてお困りの方は……悩まずに今すぐご相談を（相談無料・秘密厳守！）」

財団法人　暴力団追放沖縄県民会議

暴力団追放に関する相談窓口
　暴力団に関するすべての相談については、警察ではもちろんのこと、当県民会議でも応じており、
専門的知識や経験を豊富に有する暴力追放相談委員が対応方針についてアドバイスしています。
　暴力団の事でお困りの方は一人で悩まず警察や当県民会議にご相談下さい。

なくそうヤクザ スリーオーセブン

TEL（0 9 8）8 6 8 － 0 8 9 3 8 6 2 － 0 0 0 7
FAX（0 9 8）8 6 9 － 8 9 3 0（24時間対応可）
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